
北区立学校給食費補助金交付要綱 

令和５年３月１７日 
４北教教学第３９４０号                          

区 長 決 裁  
 
（目的） 

第１条 この要綱は、区立学校に在籍している児童生徒の保護者に対し、学校給食費につ

いて、予算の範囲内で補助金を交付することにより、保護者の経済的負担を軽減すると

ともに、児童生徒の健康の増進及び食育の推進を図るために望ましい栄養量を満たした

学校給食を安定的に提供し、区立学校における教育環境の一層の充実を図ることを目的

とする。 
 

（用語の定義） 
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 
（１） 区立学校 北区立の小学校、中学校及び義務教育学校をいう。 
（２） 児童生徒 区立学校に在籍する児童及び生徒をいう。 
（３） 保護者 児童生徒を監護し、かつ、その生計を維持する者をいう。 
（４） 学校給食 学校給食法（昭和 29 年法律第 160 号）第３条第１項に規定する学校

給食をいう。 
（５） 学校給食費 学校給食法第 11 条第２項に規定する学校給食費をいう。 
 

（補助対象者） 
第３条 この要綱による補助金（以下「補助金」という。）の交付対象となる者（以下「補

助対象者」という。）は、児童生徒の保護者とする。 
 
（補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、学校給食費とする。 
２ 補助金の額は、別表に定める額とし、月（８月を除く。以下同じ。）毎に交付する。 
３ 補助対象者が、国又は地方公共団体の負担において学校給食費の全部又は一部の給付

（補助金を除く。）を受けた場合には、補助金の額から当該給付を受けた額を除くものと

する。 
４ 給食施設の改修工事等により当該施設で学校給食を用意できない期間において、契約

する民間事業者の調理施設で調理し、学校給食として納品される食事（以下「配達型給

食」という。）を区が用意する場合、補助金の額から配達型給食を用意した日数に別表に

定める１食単価を乗じた額を除くものとする。 

 

（補助金の交付申請等の委任） 
第５条 補助対象者は、補助金の申請、請求、受領及び返還並びに交付決定及び当該決定



の取消しに係る通知の受領の権限を児童生徒が在籍する区立学校の学校長（以下「学校

長」という。）に対し、当該児童生徒が当該区立学校に在籍する期間、委任するものとす

る。 
２ 前項の規定による委任は、北区立学校給食費補助金交付申請等に係る委任状（別記第

１号様式。以下「委任状」という。）を学校長を経由して区長に提出することにより行う

ものとする。 
３ 前項の規定により区長に提出した委任状は、区立学校が統合する場合も、引き続き有

効とする。この場合において、当該委任状による委任は、統合後の学校長に対して行わ

れたものとみなす。 
 

（補助金の交付申請） 
第６条 前条第２項の規定による委任状の提出を受けた学校長（以下「受任所属校長」と

いう。）は、月毎に、北区立学校給食費補助金交付申請書兼請求書（別記第２号様式）に、

補助対象者の人数に係る報告書、その他区長が必要と認める書類を添付し、区長に提出

するものとする。 
２ 前項の規定による交付申請の内容に変更があった場合は、北区立学校給食費補助金交

付申請書兼請求書（変更届）（別記第３号様式）に、変更に係る書類を添付し、区長に提

出するものとする。 
 

（補助金の交付決定） 
第７条 区長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金を交

付することが適当と認めるときは北区立学校給食費補助金交付決定（変更）通知書（別

記第４号様式）により、不適当と認めるときは北区立学校給食費補助金不交付決定通知

書（別記第５号様式）により当該学校長に通知しなければならない。 
 

（補助金の交付） 
第８条 区長は、補助金の交付を決定したときは、北区立学校給食費補助金交付申請書兼

請求書（別記第２号様式）及び北区立学校給食費補助金交付申請書兼請求書（変更届）

（別記第３号様式）の請求に基づき、速やかに受任所属校長に補助金を交付するものと

する。 
２ 受任所属校長は、前項の規定により補助金の交付を受けたときは、当該補助金を適切

に管理するものとする。 
 

（交付決定の取消し） 
第９条 区長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該対象

者に係る補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 
（１） 補助対象者に該当しなくなったとき。 
（２） 国又は地方公共団体の負担において学校給食費の全部の給付を受けたとき。 
（３） 偽りその他不正の行為により補助金の交付を受けたとき。 



２ 区長は、前項の規定により交付決定を取り消すときは、北区立学校給食費補助金交付

決定取消通知書（別記第６号様式）により受任所属校長に通知するものとする。 

 

（補助金の返還） 
第１０条 区長は、第７条の規定により補助金の交付に対し返還金が生じたとき、又は前

条第１項の規定により補助金の交付を取り消したときは、受任所属校長に既に交付して

いる補助金の全部又は一部を返還させるものとする。 
 
（補助金に関する調査） 
第１１条 区長は、補助金に関し必要と認めたときは、補助金を受けた保護者または区立

学校長に対し報告を求め、または実地に調査を行うことができる。 

（その他） 
第１２条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、教育委員

会事務局教育振興部長が別に定める。 
 
 

付 則 
（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、令和５年３月  
 ７日から施行する。 
 
（準備行為） 

２ 第５条に規定する委任に関し必要な手続その他補助金の交付のために必要な準備行為

は、この要綱の施行前においても行うことができる。 
 
   付 則（令和６年１月１９日５北教教学第３４５９号） 
 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
 
   付 則（令和６年６月２５日６北教教学第１９５７号） 
 この要綱は、令和６年９月１日から施行する。 
 

付 則（令和７年３月１３日６北教教学第４１１７号） 
 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 
  



別表（第４条関係）                                （円） 

区分 
1 食 

単価 
年額 

補助金交付額（１人当たり）※年 11 回払い 

１回目 

(４月) 

２回目 

(５月) 

３回目 

(６月) 

４回目 

(７月) 

５回目 

(９月) 

６回目 

(10 月) 

７回目 

(11 月) 

８回目 

(12 月) 

９回目 

(１月) 

10 回目 

(２月) 

11 回目 

(３月) 

小
学
校 

低学年 307 59,865 5,750 5,750 5,750 5,750 5,400 5,400 5,400 5,400 5,400 5,400 4,465 

中学年 322 62,790 6,200 6,200 6,200 6,200 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 4,990 

高学年 338 65,910 6,300 6,300 6,300 6,300 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 4,710 

中
学
校 

全学年 394 74,860 7,500 7,500 7,500 7,500 6,700 6,700 6,700 6,700 6,700 6,700 4,660 

※小学校低学年には義務教育学校前期課程１・２年生を含む。 
※小学校中学年には義務教育学校前期課程３・４年生を含む。 
※小学校高学年には義務教育学校前期課程５・６年生を含む。 
※中学校には義務教育学校後期課程を含む。 


